
資 料

高山市税条例等の一部を改正する条例の概要について

１．個人市民税関係

（１）上場株式等の配当課税に係る「特定配当等」の取扱いの見直し

・自己の同族会社である法人との合計で株式等の保有割合が３％以上となる株主が支払を受け

る上場株式等の配当等について、特定配当等として特別徴収を行うこととし、その上で、申

告方式としては従前どおり総合課税による対応とする。

※ 特定配当等：上場株式等の配当等のうち所得税と個人住民税が源泉徴収（特別徴収）されるものをい

う。

［改正条例第１条中、第３４条］

（２）平成１８年度の地方税制改正で行われた税源移譲の経過措置としての住宅借入金等特別税

額控除の廃止

・国税（所得税）から地方税（住民税）への税源移譲に伴い所得税からの控除額が減額となっ

た場合の経過措置として平成１１年から平成１８年までの入居者を対象に平成２８年度分の

個人市民税まで行われていた住宅借入金等特別税額控除について、当該控除に関する規定を

廃止する。

［改正条例第１条中、付則第８条の３、付則第８条の３の２、付則第９条、付則第１０条の２

から付則第１１条まで、付則第１２条、付則第１２条の２、付則第１２条の３から付則第１

２条の５まで］

（３）肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例の延長

・肉用牛の売却による事業所得に係る市民税の課税の特例の適用期限を令和１２年度まで３年

延長する。（特例措置の内容に変更なし。）

［改正条例第１条中、付則第９条］

（４）優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税の

特例の延長

・優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の課税の特

例の適用期限を令和１１年度まで３年延長する。（特例措置の内容に変更なし。）

［改正条例第１条中、付則第１１条の２］



２．固定資産税関係

（１）バリアフリー改修が行われた劇場や音楽堂等に係る特例措置の拡充・延長

・特例措置の対象資産を、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に規定する

特別特定建築物のうち、政府の補助を受けて建築物移動等円滑化基準または建築物移動等円

滑化誘導基準に適合する改修工事を行ったもの（改修特別特定建築物）全般に拡大する。

・固定資産税額及び都市計画税額の減額する額を参酌基準と同じ３分の１（わがまち特例）と

し、適用期限を令和１１年３月３１日まで３年延長する。

※ 法で定める基準：３分の１を参酌して６分の１以上２分の１以下

［改正条例第１条中、付則第１５条の３、付則第１５条の４］

（２）再生可能エネルギー発電設備に係る特例措置の拡充・延長

下記の表に掲げる再生可能エネルギー発電設備に係る特例措置について適用期限を令和１１

年３月３１日まで３年延長する。

・太陽光発電設備については、特例措置の対象をペロブスカイト太陽電池を使用したものに限

定した上で、固定資産税の課税標準に乗ずる割合を参酌基準と同じ２分の１（わがまち特

例）とする。

※ 法で定める基準：２分の１を参酌して３分の１以上３分の２以下

・風力発電設備については、特例措置の対象を農林漁業の健全な発展と調和のとれた再生可能

エネルギー電気の発電の促進に関する法律に基づく認定設備整備計画に従って取得したもの

に限定した上で、固定資産税の課税標準に乗ずる割合を参酌基準と同じ３分の２（わがまち

特例）とする。

※ 法で定める基準：３分の２を参酌して２分の１以上６分の５以下

・バイオマス発電については、出力１万ｋｗ以上２万ｋｗ未満のものについて特例措置を終了

し、１万ｋｗ未満のものについて継続する。

［改正条例第１条中、付則第１５条の３］

【再生可能エネルギー発電設備に係る特例措置の一覧（抜粋）】

対象 出力
課税標準に乗ずる割合 条例の規定

改正前 改正後 改正前 改正後

太陽光

発電設備

1,000kw以上 ３／４
１／２

第４項
第３項

1,000kw未満 ２／３ 第３項

風力

発電設備

20kw以上 ２／３
２／３

第６項
第７項

20kw未満 ３／４ 第５項



水力

発電設備

5,000kw以上 ３／４ 変更なし 第８項 第９項

5,000kw未満 １／２ 変更なし 第７項 第４項

地熱

発電設備

1,000kw以上 １／２ 変更なし 第１０項 第５項

1,000kw未満 ２／３ 変更なし 第９項 第８項

バイオマス

発電設備

10,000kw以上

20,000kw未満

（下記以外）

２／３ 終了 第１３項 削除

10,000kw以上

20,000kw未満

（一般木質・農作物残さ）

６／７ 終了 第１１項 削除

10,000kw未満 １／２ 変更なし 第１２項 第６項

３．軽自動車税関係

（１）軽自動車税環境性能割の廃止

・軽自動車税環境性能割について、令和８年３月３１日をもって廃止する。

・環境性能割の廃止に合わせ、軽自動車税種別割の名称を軽自動車税に変更する。

［改正条例第１条中、第１８条の３、第１９条、第９３条、第９３条の２、第９３条の４から

第９３条の９まで、第９５条、第９６条、第９８条、第１００条、第１０１条、第１０３条、

第１０４条、付則第２９条、付則第２９条の２から付則第３４条まで、改正条例第２条中、

附則第５条］

（２）グリーン化特例（軽課）の延長

・燃費性能等の優れた自動車の税率を軽減するグリーン化特例の措置について、７５％軽課税

率が適用されている電気自動車、燃料電池自動車などに限り、令和１０年３月３１日まで２

年延長する。

［改正条例第１条中、付則第２９条］


